平成２８年６月
児童青年家庭課
富山県ひとり親家庭等自立促進計画の策定について
　母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づく「富山県ひとり親家庭等自立促進計画」（第２次、計画期間：平成22～26年度）の計画期間終了を受けて、平成26年８月に厚生部長を座長とする検討委員会を設け、計画の改定に向けた検討を進めていたところですが、このたび、第３次となる新たな計画を策定しましたので、ご報告します。
１　計画改定の趣旨

　　ひとり親は、生計の担い手と家事育児の担い手としての役割を一人で担わなければならないため、多くの困難に直面している。特に、一般世帯より収入が低い傾向にある母子家庭に対しては、就業支援策や子育て・生活支援策が求められる。
このような状況を踏まえ、ひとり親家庭等の自立に向けた総合的支援をより充実・強化するため、本県の現状を踏まえつつ、平成27年10月に改定された国の基本方針に即し、国の制度等も活用した新たな施策等を盛り込んだ計画に改定するもの。

２　第３次計画の概要
（１）計画期間　平成27年度から平成31年度までの５年間

（２）目　　標　ひとり親等が自立を図り、家庭生活と職業生活において安定したくらしを築くとともに、安心して子育てをすることができる社会づくり
（３）施策の展開　５つの基本的施策の中に「広報啓発の充実」及び「面会交流の推進」を追加するとともに、ひとり親家庭等の自立支援の充実を図るため、既存施策に加え新規・拡充施策を追加。
	基本的施策
	主な新規・拡充施策

	①相談・情報提供機能や広報啓発の充実強化
	・相談機関関係職員向けの活動マニュアル等の作成
・父子家庭に対する支援施策の周知　　等

	②就業支援の積極的推進
	・自立支援給付金事業等による資格取得の積極的支援
・生活困窮者自立支援事業の実施　　等

	③子育て・生活支援策の充実強化
	・放課後児童健全育成事業等の拡充
・学習支援ボランティアによる学習支援の実施　　等

	④養育費確保及び面会交流の推進
	・身近な相談員による養育費、面会交流相談の充実
・養育費・面会交流に関する情報提供と社会的気運の醸成　等

	⑤経済的支援の推進
	・福祉資金貸付金の貸付対象の父子家庭への拡大
・多子世帯等に対する支援の拡充　　等


３　計画改定までの経過
25年８～９月　富山県ひとり親家庭等実態調査の実施

26年11月17日　第１回ひとり親家庭等自立促進計画検討委員会
【施策の実施状況、実態調査結果報告、基本的施策の検討】
27年２月23日　第２回ひとり親家庭等自立促進計画検討委員会【計画の構成、施策の方向の検討】
　　10月２日　国の基本方針の公布

28年２月15日　第３回ひとり親家庭等自立促進計画検討委員会【中間報告（案）の検討】
　　２月24日　パブリックコメント実施（３月15日まで）

　　３月23日　第４回ひとり親家庭等自立促進計画検討委員会【最終案の検討】
